
1 

2 0 2 0 年 ７ 月 1 7 日 

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2020年 ６月 ） 

 

１． 経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前

年 同 月 比 ▲15.3％－  
５ 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 ▲

15 .3 ％ ， （ 季 節 調 整 済 前 月 比 は ▲

3.4 ％ ） と な っ た 。 営 業 日 数 は 昨 年 よ り ２

日 少 な か っ た 。 鉱 業 は 前 年 同 月 比

1.2 ％ ， 鉱 業 以 外 の 業 種 は 同 ▲ 17.0 ％

だった。季 節 調 整 済 前 月 比 では鉱 業 は

▲ 0.6 ％ ， 非 鉱 業 部 門 は ▲ 3.7 ％ と な っ

た。 

中 銀 アンケート（７月 ）による見 通 しは６月 ▲16 .1％（中 央 値 ）となっている。 

 

（２） 消 費 －大 きく悪 化 している－  
①  ５ 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE 公

表 ）は， 前 年 同 月 比 ▲23 .5％， 同 指 数 の

小 売 業 （除 く車 ）は同 ▲22.3％となった。 

②  ５月 のｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ販 売 額 （ 実 質 ，

INE公 表 ）は，前 年 同 月 比 2.3％となった。 

③  商 業 販 売 額 （ チ リ 商 工 会 議 所 公 表 ，

サ ン テ ィア ゴ 首 都 圏 ， 暫 定 値 ） は ， ５ 月 は

前 年 同 月 比 ▲48 .1％となった。 

④  ６ 月 の 消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC ，

Gfk Ad ima rk公 表 ）は20 .3 (前 月 差 ▲0.9 )，個 人 の景 気 認 識 （現 状 ）は17 .4（同 ▲4.2）と，

引 き続 き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

⑤  ６月 の新 車 販 売 台 数 は8,971台 （前 年 同 月 比 ▲68.5％）となった。 

＜概 要 ＞ 景 気 は，コロナウイルス等 の影 響 から大 きく悪 化 している。  
● 消 費 は大 きく悪 化 している。  
● 観 光 は急 速 に悪 化 している。  
● 生 産 は，工 業 は大 きく減 少 ，鉱 業 は増 加 。企 業 マインドは持 ち直 している。  
● 失 業 率 は高 い水 準 にあり，大 きく悪 化 している。  
● 物 価 は緩 やかに減 少 している。  
● 貿 易 は黒 字 が続 いている。  
● 銅 価 格 は大 きく上 昇 ，為 替 はペソ安 傾 向 ，株 価 は上 昇 している。  
先 行 き に つ い ては， コ ロナ ウ イ ルスに よ る消 費 停 滞 ， 雇 い 止 め等 国 内 経 済 活 動 及 び

世 界 経 済 の停 滞 ，国 内 情 勢 不 安 の引 き続 きの影 響 に留 意 する必 要 がある。 
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（３） 観 光 －急 速 に悪 化 している－  
 ５月 の観 光 宿 泊 調 査 （ＩＮ Ｅ公 表 ）は，の

べ宿 泊 日 数 が 186 , 463 日 ，前 年 同 月 比

▲88.7％となった。 

地 域 別 では，シ ェア の大 きい 首 都 圏 州

は同 ▲95.3％（寄 与 度 ▲36 .1％），バルパ

ライソ州 は同 ▲93.0％（寄 与 度 ▲9.3％）と

な っ た 。 そ の 他 の 地 域 合 計 で は ， 同 ▲

83 .0％となった。  

 

 

（４） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 大 き く 減

少 ，鉱 業 は増 加 －  
５ 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月 比 ▲

13 .3 ％ と な っ た 。 セ ク タ ー 別 で は 全 業 種 で 減

少 ， 特 に 食 料 品 ， 化 学 ， 衣 料 で 大 き く 寄 与 し

た。 

５ 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比

2.1％，銅 生 産 量 は同 0.6％となった。 

５月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 ▲1.8％とな

った。 

 

（５） 企 業 の業 況 判 断 －持 ち直 し－  
６ 月 のIMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は 37 .30

ポイ ント で，前 月 差 3.03ポ イ ント となった が，中

立 点 を 引 き続 き下 回 っている。内 訳 を 見 ると，

商 業 が 36.89 （ 同 4 .59 ポ イ ン ト ） ， 鉱 業 が 59.28

（ 同 ▲ 4.70 ポ イ ン ト ） ， 製 造 業 は 39 .26 （ 同 6.08

ポ イ ント ）， 建 設 業 が11.40 （ 同 2 .60ポ イ ント ） と

なった。 

 

（６） 不 動 産 －減 少 している－  
※コロナの影 響 により公 表 が遅 れている。 

２月 の建 築 許 可 面 積 （INE公 表 ）は前 年 同 月

比 ▲ 4.0 ％ （ 3 か 月 移 動 平 均 ） と ５ か 月 ぶ り に

減 少 した。内 訳 を 見 ると，住 居 が同 2.4％，非

住 居 は同 ▲16.4％となった。 
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（７） 雇 用 － 失 業 率 は 高 い 水 準 に あ

り，大 きく悪 化 している－  
３～５月 期 の失 業 率 は11.2％（前 年 同

期 差 3.97 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働

力 人 口 は 1,230 , 216 人 減 少 （ 前 年 同 期

比 ▲ 12.8 ％ ） ， 就 業 者 数 は 1,474 , 752 人

減 少 （ 同 ▲ 16 .5 ％ ） し ， 失 業 者 数 は

244 , 536 人 増 加 （ 同 35 .1 ％ ） し て い る 。 就

業 者 数 を 職 業 別 に み る と ， 商 業 が 前 年

同 期 比 寄 与 度 ▲ 3.77 ％ ， ホ テ ル レ ス ト ラ

ンが同 2.08％と減 少 に寄 与 している。 

５月 の賃 金 （速 報 値 ）は，名 目 は前 年 同 月 比 2.6％，実 質 は同 ▲0.1％となった。 

 

（８） 物 価 －緩 やかに減 少 －  
６ 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前

月 比 は▲0.1％，前 年 同 月 比 は2.6％となっ

た 。 品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と

生 鮮 （10 .9％），食 料 品 （6.4％）が上 昇 して

い る 一 方 ， 通 信 （ ▲ 3.6 ％ ） が 下 落 し て い

る 。 な お ， 生 鮮 ・ 燃 料 を 除 く 指 数 は ， 前 月

比 ▲0.1％，前 年 同 月 比 2.0％であった。 

中 銀 アンケート(７月 )によるインフレ期 待

は 1 年 後 ： 2 .5 ％ （ 前 月 2.5 ％ ） ， 2 年 後 ：

3.0％（前 月 3.0％）となっている。 

５ 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ）は， 前 月 比 は▲0.9％， 前 年 同 月 比 は0.9％ となった 。 農

林 牧 畜 （前 年 同 月 比 17 .8％）が上 昇 した。  

 

（９） 貿 易 －黒 字 が続 いている－  
①  ６ 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は54 . 1 億 ド ル （ 前 年

同 月 比 2.3％）となった。内 訳 を 見 ると，鉱 業

品 30.2 億 ド ル （ 同 5.9 ％ ） （ 全 体 の 56 ％ ） ， 農

林 水 産 品 3.6 億 ド ル （ 同 ▲ 9.9 ％ ） （ 全 体 の

７％），製 造 業 品 20.3億 ドル（同 ▲0.4％）（全

体 の 38％ ）と なった 。 鉱 業 品 のう ち 銅 は 26.7

億 ド ル （ 同 0.6 ％ ） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の

88％）となった。 

②  ６ 月 の輸 入 額 （FOB ）は40 . 2億 ドル（前 年 同

月 比 ▲18.5％）となった。内 訳 （CIF）は，消 費 財 10.3億 ドル（同 ▲34 .3％），中 間 財 22 .6億

ドル（同 ▲11.2％），資 本 財 10.4億 ドル（同 ▲7.8％）となった。 
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③  ６月 の貿 易 収 支 （FOB）13 . 9億 ドルの黒 字 となった。 

 

（１０） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB ） ： ５ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 4.3 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 7.6 ％ ） ， 輸 入 額

1.1億 ドル（同 ▲57.0％），貿 易 総 額 では5.4億 ドル（同 ▲17.7％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB）：５月 の貿 易 額 は，輸 出 額 20 .4億 ドル（前 年 同 月 比 11 .5％），輸 入 額

11 .1億 ドル（同 ▲15 .7％），貿 易 総 額 では31 .6億 ドル（同 0.1％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ：５ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 2.8 億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲ 48 .4％ ）， 輸 入

額 0.6億 ドル（同 ▲52.0％），貿 易 総 額 では3.4億 ドル（同 ▲49.1％）となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －大 きく上 昇 －  
６月 の国 際 銅 価 格 は1ポンド2 . 43874ドル

（１日 ）で始 まった。中 国 の経 済 回 復 への期

待 感 と生 産 減 少 懸 念 に加 えて在 庫 減 少 か

らじわじわと価 格 が上 昇 。月 末 には2.73879

ドル（30日 ）と前 月 末 比 13.2％で終 了 した。 

６ 月 の 銅 在 庫 は ， 456 ,601 ㌧ （ １ 日 ） で 始

まり ， 月 末 に は 392 , 237 ㌧ （ 29 日 ） と 前 月 末

より減 少 した。 

 

 

（２） 為 替 －ペソ安 傾 向 －  
６ 月 の為 替 は，1ドル806 . 3 2ペ ソ（１ 日 ）で

始 ま っ た 。 経 済 回 復 に 対 す る 楽 観 的 観 測

か ら ペ ソ 高 に 進 展 す る も ， 第 2 波 懸 念 ， チ リ

経 済 大 幅 悪 化 見 通 し 等 か ら 下 旬 に か け て

ペソ安 が進 展 した。 

月 末 は 816 .36 ペ ソ （ 30 日 ） と 前 月 末 差

3.66ペソ安 で終 了 した。 

 

 

（３） 株 価 －上 昇 している－  
６ 月 のIPSA 値 （サ ンテ ィア ゴ主 要 株 式 指

数 ）は3685 . 71ポイント（１日 ）で始 まった。月

末 に は 3959 . 02 ポ イ ン ト （ 30 日 ） と ， 前 月 末

比 8.5％で終 了 した。 
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３．経 済 トピックス(報 道 情 報 ) 

（１） リチウムの需 要 がサブプライム危 機 以 来 初 めて低 下  

 リチウム市 場 は成 長 を続 けてきたが新 型 コロナの影 響 で状 況 に変 化 。上 半 期 には需 要

も生 産 も下 落 。専 門 家 はリチウムの需 要 が本 年 約 ５％減 少 と予 測 。 

 

（２） チリ中 部 の旱 魃 はCode lcoのエル・テニエンテ鉱 山 に悪 影 響  

 ５ 月 に 雨 が降 らなかった ためセグ エル銅 処 理 プラントが操 業 中 止 。他 方 、Code lcoは対

策 として数 年 前 から 今 後 ３ 年 間 に ３つ の水 関 連 プロジ ェクト 、５ 千 万 米 ドルを 手 配 。 中 期

的 には４億 米 ドル規 模 のプロジェクトも存 在 。 

 

（３） 世 界 経 済 の弱 体 化 にもかかわらずチリへの外 国 投 資 は35％増 加  

 中 銀 に よるとチリ への外 国 直 接 投 資 は昨 年 同 期 比 で３ ５％増 加 。Inves tCh i l eのアラジ

ャ局 長 は、コロナ 禍 に あ るに もかかわらず、 投 資 は 維 持 されてい るとコメント 。他 方 、 貿 易

はコロナの影 響 を受 けて輸 出 は▲１５．２％、輸 入 は▲３６．４％。 

 

（４） チリの大 手 鉱 山 会 社 の生 産 は4月 に進 展  

 Coch i l coによれば、チリの大 手 鉱 山 会 社 の４月 の銅 生 産 はCo l l ahuas iの好 調 も手 伝 い

増 加 。Code lcoの生 産 は１～４月 で２．８％増 、４月 単 月 では３．８％増 、Escond idaは同 １

１．４％増 及 び９％増 、Co l l ahuas iは同 ４５．８％増 及 び２２．６％増 。これらを受 けてチリの

総 生 産 は同 ２．６％増 及 び３．８％増 。 

 

（５） OECDはチリのGDPが▲5.6％と予 測 、新 型 コロナの第 ２波 の場 合 、▲7.1％ 

 OECD が経 済 見 通 し を 発 表 。 各 国 ご とに 新 型 コロナ の 流 行 が 第 １ 波 のみで 終 息 し た 場

合 と、第 ２ 波 が発 生 した場 合 2つのシナリオ で予 測 し、前 者 に 関 しては世 界 経 済 が▲６ ％、

後 者 の 場 合 ▲ ７ ． ６ ％ と 見 て い る 。 チ リ に つ い て は 、 第 １ 波 の み で 終 息 し た 場 合 は ▲ ５ ．

６％、第 ２波 が発 生 した場 合 は▲７％と予 測 。 

 

（６） チリはシンガポールとNZとデジタル経 済 に関 する協 定 に署 名  

 署 名 式 はオンラインで行 われ、リベラ外 務 大 臣 とジャニェス国 際 経 済 関 係 次 官 が参 加 。

Dig i t a l  Economy  Pa r tne rsh i p  Agreement協 定 は、ITC企 業 向 けの枠 組 みを設 定 するこ

とを 目 的 とする。「ジ ャ」次 官 に よると、本 協 定 では関 税 の引 下 げはない が、デジ タル財 に

対 する関 税 不 賦 課 を 規 定 。他 国 も協 定 に参 加 したい意 向 があり、協 定 加 盟 国 が承 認 す

れば参 加 可 能 という。２０１９年 のチリのICT関 連 サービス輸 出 額 は企 業 ２１１ 社 （中 小 企

業 が１１４社 ）４億 ３千 万 米 ドル。主 な輸 出 先 は米 国 、ペルー、コロンビア、香 港 、マレーシ

ア、中 国 、シンガポール、アラブ首 長 国 連 邦 とNZ。 

 

（７） 政 府 野 党 間 による120億 ドル規 模 のコロナ危 機 対 策 基 金 の創 設  

 6月 14日 の政 府 と野 党 の間 の合 意 には、２４ヶ月 間 １２０億 米 ドル相 当 の基 金 が設 立 さ

れ、緊 急 家 庭 手 当 、失 業 保 険 、雇 用 関 連 措 置 、中 小 企 業 向 のための措 置 などを含 む。
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１２０ 億 米 ドル中 、本 年 費 消 予 定 の３５ 億 米 ドルは、未 使 用 の予 算 と前 に 公 表 された２０

億 米 ドルの残 金 。緊 急 家 庭 手 当 は最 貧 層 の８０％に与 えられ、恩 恵 者 は２１０万 世 帯 ５６

０万 人 。４人 世 帯 の場 合 は４０万 ペソ。緊 急 家 庭 手 当 は６月 と７月 に１００％給 付 し、８月

に８０％給 付 。そのほか、失 業 者 又 はレイ オフに対 する補 助 金 （最 貧 層 の６０％まで）、社

債 の部 分 的 国 家 保 証 （６０％）、中 小 企 業 に対 する第 １カテゴリー税 の５０％減 税 など。 

 

（８） エル・メルクリオ 紙 とのイ ンタービュ ーに おいて、ブリオネ ス財 務 大 臣 の週 末 の野 党

との合 意 についてのコメント 

 緊 急 家 庭 手 当 等 に関 する法 案 が議 会 に上 程 予 定 。緊 急 家 庭 手 当 の額 が１０万 ペソで

合 意 したので、審 議 で修 正 される可 能 性 はない。財 政 赤 字 について２０２２年 に４３％に達

することが見 込 まれるが、情 勢 変 更 に より 変 化 する可 能 性 。税 制 改 革 に 関 しては、財 務

省 内 、議 会 及 びエコノミストらとの対 話 において増 税 する時 ではないというコンセンサス。 

 

（９） 鉱 業 に関 するコロナの影 響  

 PwC社 が作 成 した「Mine  2020」報 告 書 によれば、鉱 業 は他 セクターと比 べ世 界 的 に新

型 コロナからの影 響 があまり 多 くない とい う。鉱 業 の収 入 は本 年 ６ ％減 少 するがそ れはコ

モ ディテ ィ価 格 下 落 に 起 因 。 経 済 的 な 不 確 実 性 に より 鉱 業 企 業 間 の合 併 も減 少 する だ

ろう。 

 

（１０） 中 央 銀 行 はチ リ 経 済 への刺 激 策 を 拡 大 し、GDP の10％に 相 当 する前 例 のない 対

策  

 中 銀 は政 策 金 利 を0 .5％で維 持 するとともに、クレジットの簡 素 化 や資 産 購 入 プログラム

な ど 多 く の 措 置 を 発 表 。 こ れ ら に か か る 追 加 資 金 は GDP の 10 ％ に 相 当 。 5 月 と 6 月 の

IMACECは4月 の▲14％よりも悪 化 と予 測 。 

 

（１１） 5月 の解 雇 は16 .1％減 少 。雇 用 保 護 法 の効 果  

 労 働 局 の 統 計 に よ れ ば 、 ５ 月 の 解 雇 は 昨 年 同 月 比 で ▲ 16 .1 ％ 。 ４ 月 と 比 較 す る と ▲

33％。過 去 １２か月 間 の解 雇 は32.5％増 加 しているが、４月 時 点 と比 較 すると28 .5減 。労

働 次 官 は雇 用 保 護 法 の効 果 とコメント。 

 

（１２） 緊 急 家 庭 所 得 の経 費 は１０月 まで延 長 されれば２２億 ６７００万 米 ドルに増 加  

 １６日 ，政 府 は緊 急 家 庭 手 当 法 案 を議 会 に上 程 。緊 急 家 庭 所 得 に要 する経 費 は８月

までで総 計 １４億 ３７００万 米 ドル、１０月 まで延 長 されれば２２億 ６７００万 米 ドル。 

 

（１３） 政 府 は中 央 銀 行 が国 債 を買 い入 れる修 正 を検 討  

 中 銀 が国 債 を買 い入 れるための改 革 にかかる議 論 が再 開 。同 改 革 は上 院 議 員 が発 議

し政 府 が修 正 中 。政 府 が未 だ 同 修 正 を 議 会 に 送 致 していない のは憲 法 改 正 のみならず

中 銀 法 改 正 も必 要 であるから。 
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（１４） 政 府 は中 央 銀 行 が国 債 を購 入 することを提 案  

 １ ８ 日 、 財 務 省 は 中 銀 の 国 債 買 い 入 れを 可 能 と する 法 案 を 上 院 に 提 出 。 本 措 置 は 例

外 的 な状 況 のためのものであ るた め４ /5の定 足 数 が必 要 。中 銀 は買 い 入 れた 国 債 の売

却 の際 は公 開 市 場 で理 事 会 が決 定 した条 件 で譲 渡 する必 要 。 

 

（１５） 住 宅 賃 貸 価 格 が下 落  

 新 型 コロナ の影 響 で新 築 販 売 や賃 貸 に 影 響 。特 にサンテ ィア ゴ東 部 の平 均 賃 貸 価 格

は今 年 に入 り15％減 少 。ラス・コンデス区 が最 も大 きく値 下 がりし28％減 。 

 

（１６） 新 緊 急 家 庭 手 当 法 を公 布  

 25日 から四 人 家 族 世 帯 は月 ４ ０ 万 ペ ソが給 付 予 定 。ラ米 地 域 の中 で最 も多 い 給 付 額

で四 人 家 庭 の最 低 賃 金 の１２５％に相 当  

 

（１７） 鉱 業 分 野 は半 数 の人 員 で操 業 、鉱 業 ではアントファガスタ州 の感 染 者 が最 も多 い 

 これまでコロナの影 響 が少 なかった鉱 業 でも感 染 者 が増 加 。特 に大 規 模 鉱 山 の多 いア

ント ファガ スタ州 に 集 中 。鉱 業 省 に よれば現 在 鉱 業 は半 数 の 人 員 で 操 業 してお り 、感 染

者 数 は 労 働 者 の１ ％に 留 まってい る。現 在 のところ 生 産 への影 響 は少 ない ものの、年 末

までに は生 産 が 3.5％ 程 度 減 少 す る 可 能 性 があ ると プロクリ カ 大 臣 は コメ ント 。 業 界 は 対

策 を強 化 しており、Code lcoも昨 日 、予 防 措 置 としてチュキカマタの製 錬 所 の操 業 を停 止 。 

 

（１８） Code lcoがチュキカマタの精 錬 所 を停 止  

 新 型 コロナの感 染 防 止 対 策 の強 化 のた めチュキカマタ鉱 山 の精 錬 所 の操 業 を一 時 停

止 。人 員 は４００人 減 少 。 

 

（１９） 緊 急 計 画 ：無 形 資 産 への投 資 は即 時 減 価 償 却 の対 象 に 

 中 小 企 業 に流 動 資 金 を注 入 し、景 気 回 復 を促 進 することを目 的 とした粗 特 措 置 を含 む

第 2弾 の緊 急 計 画 に 関 する法 案 が今 週 木 曜 日 に 下 院 に 提 出 さ れ、来 週 火 曜 日 に 財 務

委 員 会 で審 議 予 定 。特 定 の無 形 資 産 （工 業 所 有 権 、著 作 権 、植 物 品 種 ）に関 する即 時

減 価 償 却 等 を 盛 り 込 む。2022 年 12 月 31 日 までに 行 わ れた 固 定 資 産 への 投 資 が 対 象 。

予 算 局 によれば、この措 置 は2020-2022年 の投 資 を10％底 上 げする見 通 し。このほかに

中 小 企 業 に 対 す る 2020 年 ～ 2022 年 の 第 １ 種 税 (IDPC)の 50 ％ 減 免 や2021 年 12 月 31 日

まで環 境 影 響 評 価 書 が提 出 された投 資 プロジェクトへの国 庫 からの１％拠 出 等 が含 まれ

る。 

 

（２０） チ ュ キカ マタ 鉱 山 は 精 錬 所 の 操 業 を 停 止 し 、感 染 拡 大 が 鉱 業 企 業 の 生 産 のリ ス

ク 

 鉱 業 分 野 における感 染 者 数 は労 働 者 数 の約 １％だが、死 亡 者 数 の増 加 が注 目 されて

い る。鉱 業 企 業 では２ ６ ２ １ 人 が感 染 してお り 、そ の半 数 はア ント ファ ガ スタ州 の 労 働 者 。

現 在 、鉱 業 セクターの死 亡 者 は６ 人 、内 訳 はコデルコの北 部 鉱 山 （４ 人 ）、SQM社 （１ 人 ）
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アントファガスタミネラル社 のセンティネラ鉱 山 （１人 ）。大 手 企 業 の生 産 量 は安 定 しており、

４ 月 の生 産 量 は2019年 を やや超 過 。しか し 、下 期 の銅 生 産 に は影 響 が 見 込 まれ、 銅 委

員 会 （ COCHILCO ） は 新 型 コ ロ ナ 感 染 症 に よ る 銅 生 産 へ の 影 響 が ２ ０ 万 ト ン に 達 す る 可

能 性 を示 す。 

 

（２１） 水 産 業 は、徴 税 額 が２年 間 で倍 増 したため、投 資 を停 止 することを明 らかに 

 水 産 業 は税 負 担 及 び「イカ法 」のようなメルルーサに関 連 する法 案 を 懸 念 。チリ水 産 業

協 会 （SONAPESCA）によれば、2017年 に支 払 った税 額 ３６５０万 米 ドルに対 し、2019年 に

は７３２０万 米 ドルを納 税 。バシガルポSONAPESCAマネジャーはロイヤリティ課 税 が大 きな

負 担 のため、いくつかの企 業 は税 金 を支 払 うためにだけ操 業 していると述 べる。 

 

（２２） 失 業 率 は16年 来 最 悪 のレベル、Cov idは150万 人 の雇 用 を破 壊  

 INEに よれば失 業 率 は3月 ～5月 の期 間 に 11 .2％、2010年 に 現 行 統 計 を 取 って以 来 最

悪 で2004年 の水 準 。労 働 力 人 口 も▲12.8％、雇 用 は▲16 .5％。雇 用 保 護 法 適 用 下 のレ

イ オ フ 者 数 も 68 万 9 千 人 と な り 、 仮 に こ の 者 が 全 て 失 業 者 と な っ て い れ ば 、 失 業 率 は

19 .4％に相 当 。自 営 業 者 数 は過 去 12か月 で▲29.5％、給 与 所 得 者 は▲10.4％、家 事 代

行 は▲41.2％、雇 用 主 は▲27.9％。こうした 中 、非 正 規 雇 用 割 合 は23 .5％と昨 年 と比 べ

て▲3.9ポイント、2017年 に現 在 の統 計 を取 り始 めてから最 も低 い水 準 。 

 

（２３） 労 組 はアントファガスタでの操 業 を中 止 するようCode lcoに要 求  

 Code lcoの感 染 者 数 は約 2,300人 に達 しており、その殆 どは北 部 の鉱 山 労 働 者 。すでに

カラマ空 港 の使 用 を停 止 するなど同 地 域 で特 別 な対 策 を講 じているが、労 組 はアントファ

ガスタでの操 業 中 止 を要 求 。銅 労 働 者 組 合 （FTC）は、Code lcoに対 し法 的 措 置 を取 るこ

とも辞 さないとも。 

 

（２４） 政 府 は雇 用 保 護 法 と失 業 保 険 を拡 大 するための法 案 を提 出  

 6月 30日 、ピニェラ大 統 領 、サルディバル労 働 大 臣 とブリオネス財 務 大 臣 は雇 用 保 護 法

を拡 充 し、失 業 保 険 の給 付 要 件 を緩 和 する法 案 に署 名 。恩 恵 者 は３１３万 １千 人 。法 案

は、雇 用 契 約 終 了 前 までに 継 続 的 に ３ つ の拠 出 金 の支 払 又 は 12ヶ 月 間 で継 続 的 又 は

断 続 的 な６つの拠 出 金 の支 払 という現 行 の失 業 給 付 の要 件 を緩 和 し、現 行 の雇 用 保 護

法 の条 件 と一 致 させる。失 業 保 険 又 は雇 用 保 護 法 の給 付 金 額 は増 額 、４回 目 以 降 から

給 付 率 は賃 金 の55％が維 持 。個 人 失 業 保 険 口 座 を 有 する失 業 者 の給 付 率 は１ 回 目 7

0％、２回 目 から５回 目 まで55％、６ 回 目 以 降 50％であるが、政 令 で55％まで措 置 可 能 と

なる。なお、現 行 基 準 は１回 目 70％、２回 目 55％、３回 目 45％、４ 回 目 40％、５回 目 35％、

６回 目 以 降 30％。 

 連 帯 失 業 基 金 （FCS）を有 する無 期 雇 用 者 も１回 目 70％と２回 目 から４回 目 まで55％が

給 付 。有 期 雇 用 者 は１回 目 から４回 目 まで55％。５回 目 以 降 45％になるが、政 令 で55％

に上 げ可 能 。レイオフ中 の労 働 者 の場 合 、現 行 制 度 では６回 目 と７回 目 は30％だが、政

令 により45％に引 上 げ可 能 となる。 



9 

 

（２５） 公 的 債 務 はすでに30％に近 づき、過 去 27年 間 で最 高 水 準  

 財 務 省 予 算 局 （DIPRES）の四 半 期 報 告 書 によれば、3月 まで公 債 発 行 残 高 は７０ ０億

２２００万 米 ドル、GDPの29 . 5％を占 める。同 報 告 書 は年 末 までにGDPの34 .8％と予 測 。 

 

（２６） BHPはCer ro  Co lo radoでの活 動 を縮 小 し従 業 員 に退 職 勧 奨  

 BHPはCer ro  Co lo rado鉱 山 のリストラを発 表 。現 行 の環 境 許 可 は2023年 末 まで有 効 だ

が、コロナ禍 の影 響 を受 け事 業 縮 小 プロセスを前 倒 し。削 減 人 数 は未 定 。 

 

（２７） 消 費 者 の信 頼 感 は再 び低 下 し、アジア危 機 以 降 最 低 水 準  

 ６ 月 の経 済 見 通 指 数 （IPEC）は２ ０ ．３ポ イント と４ ヶ 月 連 続 で下 落 。新 型 コロナ 危 機 が

開 始 してから累 計 で１ ２．４ポイント下 落 。６月 の結 果 は社 会 階 級 C2クラスの悲 観 的 な見

方 に起 因 。 

 

（２８） 鉱 業 は2015年 以 降 最 高 のスタート、しかし、すでに悪 化 の兆 候 。 

 1 ～ 5 月 の 銅 生 産 量 は 前 年 同 期 比 で 3 .2 ％ 増 。 2015 年 以 降 最 も 良 い 数 字 。 し か し 、

Coch i l coは年 間 総 生 産 量 は57億 1 ,800万 トン、前 年 比 ▲1.2％と予 測 。 

 

（２９） 銅 価 は上 昇 傾 向 を維 持 、銅 生 産 は3.2％の拡 大  

 銅 価 格 はCode lcoとBHPの銅 生 産 減 少 の公 表 を受 け高 騰 。１ポンド当 たり2 .76米 ドルで

セッションを終 了 。世 界 最 大 の鋳 造 企 業 であるJiangx i  Coppe rとTong l i n g  Non fe r rousは、

2021年 第 １四 半 期 の銅 精 鉱 確 保 に関 しAnto fagas ta  M inera l s（AMSA）と合 意 。約 定 価

格 はトン60米 ドル。アリアガダAMSA社 長 は、72万 5千 トンの生 産 見 通 しを維 持 すると述 べ

た。一 方 、チリ銅 委 員 会 （COCHILCO）は5月 までの銅 生 産 データ（236万 トン）を公 表 。 

 

（３０） コデルコは勤 務 時 間 を変 更 するための２１合 意 を締 結  

 コ デ ル コ は 労 働 者 組 合 と 監 督 者 組 合 と の 間 で 勤 務 シ フ ト の 変 更 に 合 意 。 現 在 ま で エ

ル・テニエンテ鉱 山 、チュキカマタ鉱 山 、ミニストロ・アレス鉱 山 、ガブリエラ・ミストラル鉱 山

とエル・サルバドル鉱 山 において計 ２１の合 意 。しかしチュキカマタ鉱 山 の操 業 中 止 を要 求

している４つの労 働 組 合 （銅 労 働 者 連 盟 （FTC）が支 援 ）とは未 だ合 意 に至 らず。 

 

（３１） 政 府 はソフトローンと中 産 階 級 のための措 置 を発 表  

 政 府 は、経 済 危 機 の中 、中 産 階 級 支 援 のためのクレジットと支 払 支 援 措 置 を発 表 。主

に 4つ の対 策 で構 成 。 1つ 目 は中 産 階 級 の た めのソフト クレジ ッ ト 。2つ 目 は住 宅 ロー ン 支

払 の最 大 6か月 の繰 延 。3つ 目 は施 行 中 の中 産 階 級 向 け 賃 貸 補 助 金 の拡 大 。4つ目 は

国 家 保 証 付 クレジ ッ ト （CAE）の拡 充 。 本 イ ニシ アテ ィブで100万 超 世 帯 が 恩 恵 。ブリ オネ

ス財 務 大 臣 は今 回 の措 置 は15億 米 ドル相 当 を“移 転 ”させたと述 べ、新 たな財 政 支 出 で

はない旨 強 調 。 

 



10 

（３２） 家 計 消 費 は2022年 初 頭 まで危 機 前 の水 準 に回 復 しないと予 測  

 新 型 コロナによる失 業 の増 加 や所 得 の減 少 は家 計 消 費 を直 撃 。中 銀 の報 告 書 による

と 、 本 年 の 総 支 出 （ 政 府 と 家 計 の 消 費 ） は ▲ 4 ％ と 予 測 。 ア レ ハ ン ド ロ ・ フ ェ ル ナ ン デ ス

Gem ines  Consu l to res調 査 課 長 は家 計 消 費 が2020年 に▲7.9％、2021年 に8.1％増 大 と

予 測 。しかし、専 門 家 らは2019年 水 準 に 戻 るのに2022年 初 頭 までかかると見 てい る。消

費 財 の輸 入 は５月 に▲43％。９月 以 降 には消 費 財 輸 入 が上 昇 し始 めるとしても、2021年

中 には未 だ2019年 の水 準 に達 さないと見 ている。 

 

（３３） 金 利 が最 も低 い水 準 に 

 中 銀 の流 動 資 金 注 入 措 置 の金 利 への影 響 が響 いており、政 策 金 利 の引 き下 げと相 ま

っ て 記 録 を 始 め て 以 降 最 低 に 。 6 月 の 30 ～ 89 日 間 の 名 目 金 利 は 7 か 月 連 続 で 減 少 し

0.59％。 90 日 ～1 年 の 利 率 は3か 月 連 続 で 減 少 し 0.44％ 、1～3 年 物 は1.01％から 0.85％

に下 落 。双 方 とも史 上 最 も低 い。 

  

（３４） 中 産 階 級 へのソフトローンは約 ８億 ドルの資 金 を“移 動 ” 

 ６０万 ５千 人 にソフトクレジットを供 与 する措 置 は約 ８億 米 ドルと計 画 全 体 （１５億 米 ドル）

の過 半 を 占 め る 。 融 資 は 実 質 金 利 0 ％で 供 与 され、４ 年 後 に 債 務 の 残 余 の 支 払 い が免

除 されるのでその部 分 は公 的 支 出 となるとブリオネス財 務 大 臣 はいう。与 信 総 額 は２ ６０

万 ペソ、４ヶ月 間 で毎 月 ６５万 ペソを融 資 可 能 。与 信 対 象 者 は失 業 給 付 受 けている失 業

者 （１ １ 万 ６ 千 人 ）、 雇 用 保 護 法 に よって 一 時 的 に 雇 用 停 止 中 の労 働 者 （２ ７ 万 ９ 千 人 ）

及 び個 人 自 営 業 者 （２１万 社 ）。 

 

（３５） 鉱 業 で仕 事 を失 った労 働 者 が15％、３万 ５千 人  

 鉱 業 労 働 者 数 が 本 年 ３ 月 ～ ５ 月 に ２ ０ 万 １ 千 人 、 前 年 （ ２ ３ 万 ６ 千 ５ 百 人 ）か ら 15 ％ 減

少 。チリ鉱 業 協 会 （SONAMI）は今 後 も労 働 者 数 が減 少 し続 け るだろうと。政 府 は鉱 業 に

更 なる努 力 と解 雇 をやめるよう呼 びかけ。昨 日 、下 院 鉱 業 ・エネルギー委 員 会 で新 型 コロ

ナの鉱 業 の影 響 を審 議 。政 府 は鉱 業 の感 染 者 数 が4,893人 （鉱 業 全 労 働 者 の2.15％）、

死 亡 者 数 が12名 であると報 告 。 

 

（３６） 危 機 にもかかわらず、外 国 投 資 は68％増 加  

 中 銀 によれば、今 年 1～5月 対 外 直 接 投 資 は76億 9 ,600万 米 ドル、前 年 同 時 期 比 68％

増 。5月 の外 国 直 接 投 資 は5億 4,000万 米 ドル。エコノミストはコロナ禍 にあってもチリへの

対 外 直 接 投 資 は正 常 な状 態 を維 持 しているとコメント。 

 

（３７） 資 本 財 輸 入 は7か月 連 続 で減 少 、投 資 は最 大 17％減 少 する見 通 し 

 中 銀 によれば、６月 の資 本 財 輸 入 は▲7.8％、輸 出 は2.26％増 。上 半 期 が前 年 同 期 比

▲15 .5％となったほか７か月 連 続 で下 落 。エコノミストはこの傾 向 が下 半 期 も続 くとみてお

り 、今 年 の 投 資 は 13 .4％から17％ 減 少 す る 見 通 し 。 消 費 財 の輸 入 減 少 はさ らに 大 き く ６

月 は▲34 .3％。耐 久 財 は▲43％。輸 入 全 体 では▲18.4％。上 半 期 では▲28 .5％。 
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（３８） BHPはエスコンディーダ鉱 山 の労 働 者 に大 規 模 な退 職 勧 奨  

 エスコンディーダ 鉱 山 を 操 業 してい るBHP社 は、今 週 、異 例 の退 職 勧 奨 を実 施 。7月 20

日 まで応 募 可 、52歳 、勤 続 15 年 の労 働 者 は最 も恩 恵 を 受 け る 。応 募 者 に は補 償 と して

勤 続 年 に応 じた２つの給 付 、65歳 まで毎 月 自 発 的 年 金 貯 蓄 （APV）相 当 として8.3UF（上

限 1,000UF ）、退 職 後 24ヶ 月 間 の子 弟 向 け 教 育 奨 学 金 などが提 供 。全 ての項 目 を 加 算

すると、勤 続 25年 の労 働 者 が受 け得 る額 は約 １億 １千 万 ペソ。しかし、エスコンディーダ鉱

山 の労 働 組 合 幹 部 は、鉱 山 の提 案 に 不 満 を 示 す。鉱 業 企 業 ３社 の幹 部 は同 様 に退 職

勧 奨 の実 施 を検 討 しているとコメント。 

 

（３９） 中 産 階 級 に対 するさらなる支 援 策  

ピニェラ大 統 領 は、14日 、中 産 階 級 に 対 するさらなる支 援 策 を 発 表 。パンデミック前 に

月 収 50万 ～150万 ペ ソでコロナに より30%以 上 減 収 した 労 働 者 （就 業 者 、レイ オ フ中 、失

業 者 、 自 営 業 者 ）に 対 し5 0万 ペ ソを 、 月 収 150 万 ～200 万 ペ ソ の労 働 者 は 減 額 した 形 で

給 付 金 を支 給 。給 付 は法 案 可 決 後 10日 以 内 に行 われる。 

また、政 府 がゼロ金 利 の連 帯 信 用 （Prés t amo  So l i d a r i o ）を提 供 し、3ヶ月 間 で総 額 195

万 ペソ（１ヶ月 間 ごとに65万 ペ ソ）を 融 資 。本 連 帯 信 用 の返 済 は1年 間 据 置 、4年 後 の残

債 は免 除 。 

さらに住 宅 ローン返 済 の最 大 ６ヶ月 の繰 延 。所 得 が30％以 上 減 少 し、かつ、家 賃 が60

万 ペソ以 下 の世 帯 に 対 する３か月 間 最 大 25万 ペソの家 賃 補 助 。所 得 減 少 世 帯 に対 し、

査 定 額 が5,000UF以 下 の居 住 宅 の下 半 期 の不 動 産 税 支 払 いの繰 延 。 

高 等 教 育 学 生 に対 する国 の融 資 制 度 への優 先 申 請 。国 家 保 証 付 クレジットの支 払 を最

大 ３か月 繰 延 。 

また、ピニェラ大 統 領 は、全 ての政 治 部 門 に対 し、審 議 中 の年 金 改 革 法 案 を進 めるた

めの対 話 を 呼 びかけ た。政 府 のコミットメントは、最 も脆 弱 で必 要 性 を有 する中 産 階 級 の

年 金 を 改 善 す る た め に 、 労 働 者 の 積 立 金 と 国 及 び 個 人 拠 出 分 （ 連 帯 コ ン ポ ー ネ ン ト

（componen te  so l i d a r io ））において、全 ての加 入 者 に とって最 適 な給 付 を 保 障 する混 合

年 金 制 度 であると強 調 。 

 


